３月議会一般質問　２．「予防重視型新介護保険」への本市の対応　第二問　

（3/8　22：15）
①豊橋市介護保険の5年間の総括と問題点について
②新介護保険で明確に位置づけられた「保険者機能強化」と「適正化対策」の具体化について

③地域で支えあう介護保険の中核機能である「地域包括支援センター」について

平成12年（2000年）から始まった介護保険。厚労省にとって介護保険がこれほど普及するとは想定外の大ヒット作品。ところが利用者が増えすぎてしまった一方で、税収が伸びないため、サービス給付費が追いつかず、急ブレーキをかけざるを得ないのが実情。 

　そこで、軽度の高齢者が重度にならないように、リハビリ、つまり介護予防。様々の機能訓練を施せば、現状の軽度を維持でき、鍛え方によればより普通の生活に戻れるようにしようとした。 

　この「介護予防」を実施するのは市町村。つまり、通常の指定サービス事業者ではない。
しかし、ケアマネさんにいわせれば、介護保険では保険で行なう内容が制限されています。保険に合う仕事と、保険の枠ではできない仕事があります。介護保険が始まり、高齢者の生活は全て介護保険でまかなうようなイメージがありますが、市町村の福祉政策でカバーしなくては生活に支障がでる方もあります。その一翼を担う「包括支援センター」の動きがどうなるのか見守りたいと思います。
以上が、今回の介護保険改正の概略かと思います。


豊橋市の介護保険はどうか。
平成12年度の介護保険特別会計は9,614百万円、要介護認定者4,513人。
来年度予算では14,320百万円（H12比148％）認定者は遂に10,059人（H12比222％）とうなぎのぼりである。

2.-（1）－①

　答弁にあったように、「サービス事業者の増加とともに不適切なサービス利用と思われる事例が増加している」ということで国においても「保険者機能強化」と「適正化対策」が強調されてきた。
　具体的には　介護保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議も21では。「市町村の保険者機能の強化及び介護給付費の適正化を一層推進するため、居宅サービスの実施状況を保険者において国民健康保険団体連合会と連携し、より正確に把握管理するシステムの確立を早急に図るとともに、介護費用通知の実施拡大・不正請求の防止を徹底すること」とある。
　サービスの提供から給付費通知までの大まかな流れはどうなっているのかというと、例えば1月サービス分についてみると
　①サービス事業者がサービスを提供
　②2月10日までにサービス事業所が請求書を国保連合会に提出
　③3月中旬頃国保連合会が給付費納付書（請求書）を市町村に送付
　④3月25日までに市町村が給付費を国保連合会に振込
　⑤その後、市町村が給付費通知を利用者に送付となっています。 
　ここで問題なのは国保連合会が給付費納付書（請求書）を市町村に送付してから市町村が給付費を国保連合会に振込むまでわずか７～10日しかないことです。
　請求内容の確認は全く行われないまま、巨額の給付費が、豊橋の場合、年間給付費が120億円を超えていますから、毎月10億円余が国保連合会へ振込まれているのが実情です。 

　そうした流れで行われている「介護給付費通知」について厚生労働省は、通知書の送付により、「利用者に身に覚えの無いサービスの請求があっても疑義が分かる」とし、「市町村の保険者においては、『介護給付費通知書』とサービス事業者が利用者宅に置いている『サービス利用票』の内容とが合致しているか、利用者またはその家族に確認して頂くよう周知をお願いしたい」（17年2月18日・全国介護保険関係主管課長会議）と要請しています。

2.-（1）－②
　さて、これが我が家のばあさんに平成18年２月28日に介護保険課から送られてきた、「介護給付費通知書」であります。裏側には「この通知書は、あなたが利用した介護サービス費用をお知らせするものですが、市から介護サービス事業者に支払いが行われたものについて記載してあります。この通知書に記載してある事業所名称、サービス種類名、サービス費用合計学に疑問がある場合には介護保険課にお問い合わせ下さい」
　内容は昨年４月から9月までの半年間の居宅介護支援、通所介護の費用が月別に書いてあります。
　市長、少し痴呆が始まりだした我が家の84歳のばあさんにこの2月末に去年の４月から9月までの半年間のデーサービスに通った費用が月別に確認できると思いますか。かつ、すでに支払われてしまっているのです。こまめな娘婿が居間のカレンダーに○でもうって記録していれば別です。

　一人暮らし、高齢者夫婦、介護度がもっと進んだ対象者では、もはや不可能です。

ここに、「不適切なサービス利用と思われる事例が増加している」どころか水増しした内容が書かれていてもどうして、「利用者に身に覚えの無いサービスの請求があっても疑義が分かる」ことが可能でしょうか。
　何らかの対抗策が必要です。6か月分まとめてでなく、３か月分とか、あるいは記述方法ももう少し高齢者が理解できるように改めるべきではないか。伺いたい。

2.-（1）－③
　保険者機能を強化するために大きなポイントはケアマネージャーの質の向上です。ケアプランを作り、事業所選びのアドバイスをする。サービスが始まってからはケアマネは月1回利用者を訪ね、サービス内容や健康状態をチェックすることが義務づけられている。状態が変われば医師らと連携とってケアプランの変更を検討する。
　このケアマネージャーの質の向上にどう取組むかは、今後の介護保険の大きな課題である。対応を伺いたい。

　改正介護保険は介護予防に踏み出しました。メニューは新予防給付と地域支援事業、その拠点は地域包括支援センター。３人体制が機能するかどうか、地域に開いて利用者の利便性を担保できるかどうか。介護予防のプランはケアマネでなく保険師が作る。
以下、地域包括支援センターについて３点伺いたい。

2.-（1）－④
.地域包括支援センターは文字通り地域ケアを総合的に支援するために地域の社会資源をどうマネージメントしていく体制をつくるのか。また、ここでは保健師、社会福祉士、主任ケアマネージャーが配置され三職種によるチームアプローチが重要になるが、その連携について伺いたい。
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